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令和４年第４回定例会は、会期 21日間で開催されました。
人事案件 1件と単行議案 9件、補正予算関係 4件および、最終日に
追加議案上程された単行議案 3件、補正予算関係 2件の、計 19件が、
いずれも原案通り答申、可決。陳情 5件を審議し採択した1件の、国に
対する意見書を提出。
議員辞職に伴う蒲郡市幸田町衛生組合議会議員の補欠選挙(議長指名)
が行われ、異議なしで、5つ目の役割を拝命。
私は一般質問に登壇し、住民目線で皆さんからの「声」を届け、実現に向けた
提案および発言をしました。

一般会計補正予算(主な施策) 総額 6億4,253万円の追加

〇歳出
・災害復旧費 (右画像参照)
※台風15号に係る災害復旧 合計 58箇所
＜内訳＞
・農林水産業施設：4,000万円
・公共土木施設 ：3,010万円

・土地の取得 (右図参照)
※高齢者生きがいセンター移転用地
〇面積＝ 7,228.56㎡

・子育て世帯臨時特別給付金事業
※高校3年生まで(町独自)の子育て世帯に
一人1万円支給
〇町単独分=10,000円×2,260人

・障害者福祉事業
※利用者増に伴う扶助費不足を補う

・出産・子育て応援事業
※一人10万円の給付対象者見込み数
〇妊娠期≒590人、子育て支援≒380人

・夜間診療所運営維持加算金
※受診者数減少に伴う負担金(負担割合10%)

県・町費 7,010万円

国費 2億4,550万円

県・町費 9,432万円

国・県・町費 4,320万円

国・県費 964万円

町費 760万円

【台風15号被害】
幸田駅西駐車場への越水

【移転用地】

〇歳入 国費 3,555万円、県費 8,938万円、町費 6億円(ふるさと寄付金)



高校3年生までの子育て世帯に一人1万円支給

【事業概要】
新型コロナウイルス感染症が長期化する中で、食費等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯を支援する。
【補助対象の範囲】
特例給付の受給者など児童手当の所得制限額以上の世帯も含め、高校3年生までの子育て世帯。
※県は、中学3年生までの児童手当の受給者のみ
【補助内容】
高校3年生までの子ども一人につき1万円支給
【振込日程】
〇児童手当の受給者等
受給者情報を活用して12月29日までに振込。
〇それ以外の支給対象者
1月末までの申請に基づき順次振込。最短、令和5年2月21日振込。

町独自！
対象を拡大

 受給者 対象児童 金額 

県補助分 3,800人 6,500人 6,500万円 

町単独分 1,500人 2,260人 2,260万円 

合計 5,300人 8,760人 8,760万円 

 

※【お願い】町政レポート配布にあたり、氏名および住所の相違や変更がありましたら ご連絡ください。（連絡先：表面/上部記載）

たきょう毅のホームページは右記QRコードからアクセスお願いいたします。

たきょう毅 https://takyo-giin-dnwu.com/

地域の困りごと、町政に対する ご意見・ご要望などございましたら お気軽に
「たきょう毅くらしの相談」 をご活用ください♪

たきょう毅 くらしの相談

町道おいて、街路樹の枝が通行車両に
接触するため、中央線をはみ出し走行す
る車が多く危険な状況。
町道中心が区境のため区をまたいだ情
報共有が必要。

※対策いたしました♪

地元議員も巻き込み推進♪

私の想い

• 自転車レーン設置の課
題、歩車分離が可能な

道路幅確保、歩道整備計画立案、道
路問題が早い段階で把握できる体制・
運用など。

道路標示の維持管理の促進を提案しました

一般質問
回答

• 道路の整備は予防
保全が望ましいが、

予防管理できる体制整備は
実現できていない。

現状

自転車レーンはスペースが無く県に積極的
に協力。交通弱者に的を絞り歩道整備、

先進事例参考に問題の早期把握に努め、新技術
対応が予想される1級・2級町道を中心に進める。

新技術対応が予想される町道を中心に進める方向性が示される

自動運転や安全運転サポート機
能に追従し、交通事故撲滅に寄

与する道路環境整備・維持管理が課題。

私の想い

• 環境基本計画の理解
促進と事業者支援、地

域格差ないごみ出し難民課題抽出、
子育て世帯にやさしい公園整備など。

環境基本計画の理解促進を提案しました

一般質問 回答

• 実態把握
と効率的

な促進計画が求め
られている。

現状

一方通行的な情報発信にとどまらず、民
間イベント出展など生の声を聞き、協働・

連携体制づくりを考えたい。支援策の積極的な情報
発信、廃棄物対応先行の他自治体を研究する。

民間イベント出展など、協働・連携体制づくりの方向性が示される

第2次環境基本計画の新たな課
題推進は、町民一人ひとりの協力

が不可欠。行政の率先垂範が望まれる。

修繕が待たれる町道

町イベントの様子、今後民間へ出前


